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 Ⅴ  福祉サービス第三者評価制度 

 

 

１ 福祉サービス第三者評価制度とは 
 

第三者評価制度は、福祉サービス事業者でも利用者でもない第三者の多様な

評価機関が、事業者と契約を締結し、専門的かつ客観的な立場から、サービスの

内容や質、組織のマネジメントの力等を評価し、その結果を公表する仕組みです。 

社会福祉法が根拠規定となっており、法令上、受審は社会福祉事業経営者の努

力義務となっています（一部のサービスについては、受審が義務化、補助要件化

されているものもあります）。 

 

このように第三者評価制度は、事業者のサービス向上に向けた自主的な改善

の取組を促進するものです。行政が事業者に対し、運営基準など各種法令等の遵

守状況を確認し、必要な指導や是正措置を講じることにより、事業者の適正な運

営、サービスの質の確保、利用者支援の向上を図る指導検査とは趣旨・目的が異

なります。 

 

東京都では、事業者のサービス向上の取組を推進する

とともに、サービスの内容を利用者等の目に見えるよう

にすることを目的に、福祉サービス第三者評価制度を推

進しています。制度の運営は、（公財）東京都福祉保健財

団内に設置された、東京都福祉サービス評価推進機構が

担っています。 

 

令和３年度に行った都民アンケートでは、自身又は家族が利用するサービス事

業所が第三者評価を実施しており、そのことを知っている方の約98％が、「事業

者が第三者評価を受審したことは良かったと思う」と回答しています。 

受審に係る負担軽減のため、各種補助事業や、簡易版の評価制度なども設けら

れており、今後、より多くの事業者の受審が期待されます。 
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○ 第三者評価制度の仕組み 
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２ 第三者評価の内容 

 

東京都における第三者評価は、令和７年度時点で計63のサービスを対象に実施

されています。 

第三者評価では、利用者の声を聞く「利用者調査」と、事業者の自己評価結果

及び訪問調査から評価者が分析する「事業評価」を併せて実施し、全体の評価講

評、事業者が特に力を入れている取組、事業評価結果（評点・講評）、利用者調

査結果が公表されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それぞれの取組の内容やレベル等

は講評に詳しく記載されています。 

評価結果、評価機関情報などは、

「とうきょう福祉ナビゲーション」

のウェブサイトで確認できます。 
 

 

 

 

 

 

 

現在の利用者のサービスに        

対する意向や満足度を把握 

・ 「アンケート方式」、「聞き取り方式」、

「場面観察方式」が設定され、利用者の状

況に応じた方式で行います。 

 

（質問例） 

●あなたにとって、事業所での活動や機能

訓練（体操や運動など）が自宅での生活

を続けるために役立つと思いますか。 

●園で提供される食事・おやつは、お子さ

んの状態に配慮し、工夫されたものにな

っていると思いますか。 

 

 

事業所の組織マネジメント力や現在 

提供しているサービスの質を評価 

・ 全職員による自己評価や訪問調査

等をもとに、その事業所の状態を評価

機関が総合的に分析し、評価します。 

（評価項目例） 

●事業所側からの働きかけにより利用

者の意向について情報を収集し、ニ

ーズを把握している。 

●理念・ビジョン等の実現に向けた

中・長期計画を策定している。 

●職員の意識を把握し、意欲と働きが

いの向上に取り組んでいる。 

利用者調査 事業評価 
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３ 第三者評価を実施するメリット 

（１）事業者：サービスの質の改

善に活用 
○評価結果そのもの、また自己評

価や評価者との対話など評価の過

程から、新たな「気づき」を得る

ことができます。 

○利用者調査を行うことで、潜在

化した利用者の評価や意向を把握

できます。 

○定期的に実施することで、サー

ビスや経営の質の継続的な向上が

可能です。 

（２）利用者や事業者：多様な情

報源として活用 
○利用者 

評価結果がインターネットを通

じて広く公表されているので、サ

ービス選択の際の情報源として活

用できます。 

ウェブサイトでは、複数の事業

者の比較もしやすくなっていま

す。 

○事業者 

利用者本人や家族、地域住民に、

事業者としての考え方や取組、特

徴をＰＲできます。他事業者の取

組と比較することで、事業改善の

ヒントを得ることも可能です。 

 

令和４年度に実施した事業者向けアンケート結果では、事業者が第三者評価を

継続的に受審している理由として、以下が上位に上がりました。 

 

・受審することで内部の法令順守意識を高められる 

・現在のサービスの課題を把握する 

・提供するサービスに対する職員の意識向上を図る 

 

また、都民向けアンケート結果で、第三者評価を知っていて詳しく見た都民が

参考になった情報としては、以下が上位に上がっています。 

 

・事業者の良い点、改善点、特に力を入れている取組 

・事業者の理念の実現やコンプライアンス徹底への取組 

・利用者の要望や苦情に対する対応 

（都民向けパンフレット抜粋） 
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４ 第三者評価の受審促進に向けた取組 

 

東京都では、事業者が定期的かつ継続的に第三者評価を受審し、サービスの質

を改善していくよう、様々な受審促進のための取組を行っています。 

（１） 第三者評価の受審に係る経費の助成 

事業所が第三者評価を受審する際の経費の一部又は全額を助成していま

す（補助制度については、97ページ参照）。 

※ 民間社会福祉施設サービス推進費等の補助金において、少なくとも３

年に１度は第三者評価を受審することを、補助の要件とすることで、受審

を促進しています。 

 

（２） 受審済ステッカーの配布 

第三者評価を受けたことの目印となるよう、背景色と表示で評価手法を

区別した「受審済ステッカー」を配布しています。 

 

主な掲示場所等 
「一般用」 

事業所の出入口、受付窓口 

「自動車用」 

施設名が記載された自動車 

標準の 

評価手法 

 
 

サービス項目を

中心とした 

評価手法 
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（３） 利用者調査とサービス項目を中心とした評価の導入 

在宅サービス事業者が第三者評価を受審しやすくなるよう、通常の第三者

評価に比べ、事務負担軽減に配慮した「利用者調査とサービス項目を中心とし

た評価」を導入しています。 

通常の評価（標準の評価）は経営面とサービス面の両方が事業評価の対象と

なりますが、「利用者調査とサービス項目を中心とした評価」はサービス面の

みが事業評価の対象となるため、事業所の作業量や費用負担が軽減されます。 

 

（４） 地域密着型サービスの「外部評価」を第三者評価に位置づけ 

認知症対応型共同生活介護事業者に義務付けられている「外部評価」に第

三者評価を位置付けています。 

令和７年度 

「利用者調査とサービス項目を中心とした評価」を選択できるサービス 

 

≪高齢≫ 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、福祉用具貸与、居宅介護支援、 

通所介護【デイサービス】、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介

護、小規模多機能型居宅介護（介護予防含む。）、認知症対応型共同生活 

介護【認知症高齢者グループホーム】（介護予防含む。）、 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護 

 

≪障害≫ 短期入所、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、 

宿泊型自立訓練、就労移行支援、就労継続支援 A 型、 

就労継続支援 B 型、多機能型事業所、共同生活援助（グループホーム） 

 

≪子ども・家庭≫ 認可外保育施設（ベビーホテル等） 
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令和７年度　福祉サービス第三者評価　東京都受審費補助制度等一覧

分　類 種　　別 補助事業名 補助金額＊ 補助形態 備　　考

指定介護老人福祉施設（特別養護老
人ホーム）※

東京都特別養護老人ホーム経営支
援事業

定額６０万円 直接

※社会福祉法人（日本赤十字社を含
む）が設置する定員３０人以上の都内
に所在する施設。（地方公共団体が
国庫補助金若しくは国庫負担金又は
東京都の補助金を受けて整備した施
設を除く）

養護老人ホーム※

軽費老人ホーム（A型）※

経費老人ホーム（B型）※
都からの補
助率１／２

※公設１施設のみ

認知症対応型共同生活介護（認知症
高齢者グループホーム）

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

居宅介護支援

通所介護（デイサービス）

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

短期入所生活介護

介護老人保健施設

軽費老人ホーム（ケアハウス）

都市型軽費老人ホーム

小規模多機能型居宅介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

看護小規模多機能型居宅介護

障害者支援施設 ※１　都外施設は定額120万円

宿泊型自立訓練※2
※2 都のサービス推進費の対象と
なっている都型（旧知的障害者）通勤
寮に限る。

生活介護※

自立訓練（機能訓練・生活訓練）※

就労移行支援※

就労継続支援A型・B型※

多機能型事業所
（生活介護、自立訓練、就労移行支
援、就労継続支援A型・B型のうち複
数を実施している事業所）※

短期入所（福祉型・福祉型強化）※1

障害者施策推進区市町村包括補助
事業
（障害者（児）短期入所事業（都加
算））

実費※2 間接
※１報酬体系上の福祉型・福祉型強
化。
※2毎月の運営費補助に含まれる。

共同生活援助（グループホーム）
障害者施策推進区市町村包括補助
事業
（障害者グループホーム支援事業）

実費※ 間接
※毎月の基本額に受審費補助が含
まれる。

居宅介護

短期入所（医療型）※ ※報酬体系上の医療型。

宿泊型自立訓練※
※宿泊型自立訓練を単独事業として
実施している事業所。

障害
者

東京都民間社会福祉施設サービス
推進費

定額７０万円
※１

直接

障害者日中活動系サービス推進事
業

実費（６０万
円上限）

地域福祉推進区市町村包括補助事
業

区市町村の
定めによる

間接

間接

＊間接補助の補助金額は都→区市町村の額。
　区市町村→事業者の額は区市町村の定めによる。

高齢

東京都民間社会福祉施設サービス
推進費

定額６０万円 直接 ※社会福祉法人が設置する施設

地域福祉推進区市町村包括補助事
業

間接区市町村の
定めによる

※社会福祉法人、特定非営利活動法
人、財団法人、社団法人、医療法人、
学校法人及び宗教法人等が設置・運
営するものに限る。障害者支援施設
で日中活動系サービスを実施する場
合及び重症心身障害者を主たる対象
とする生活介護事業所を除く。
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令和７年度　福祉サービス第三者評価　東京都受審費補助制度等一覧

分　類 種　　別 補助事業名 補助金額＊ 補助形態 備　　考

障害児入所施設※１
東京都民間社会福祉施設サービス
推進費

定額７０万円
※２

直接

※１平成２４年４月に知的障害児施
設、第二種自閉症児施設、ろうあ児
施設、肢体不自由児施設又は重症心
身障害児施設から移行した施設若し
くはそれと同等の基準を満たす施設
に限る。
※２ 都外施設は定額120万円

放課後等デイサービス
（都型放課後等デイサービス）※

都型放課後等デイサービス事業
実費（６０万
円上限）

直接 ※都が承認した事業所に限る。

児童発達支援センター※

障害者施策推進区市町村包括補助
事業
（児童発達支援センターサービス推
進事業）

実費（７０万
円上限）

間接

※旧知的障害児通園施設、旧肢体不
自由児通園施設、旧難聴幼児通園施
設。社会福祉法人、日本赤十字社、
特定非営利活動法人、一般財団法
人、公益財団法人、一般社団法人、
公益社団法人、医療法人、学校法人
及び宗教法人が設置・運営するもの
に限る。

児童発達支援事業

放課後等デイサービス
（都型放課後等デイサービスを除く）

障害児多機能型施設
（児童発達支援センター、児童発達支
援事業、放課後等デイサービスのう
ち、複数のサービスを実施している事
業所）

母子生活支援施設

児童養護施設

自立援助ホーム

乳児院

認可保育所（社会福祉法人等※１） 東京都保育サービス推進事業
実費（６０万
円又は４５万
円上限）※２

直接

※１社会福祉法人、日本赤十字社、
公益社団法人及び公益財団法人、平
成２６年度時点で都のサービス推進
費の対象となっている宗教法人及び
個人に限る。
※２公定価格の第三者評価受審加算
（１５万円）を受けている場合、評価機
関に支払った額から１５万円を差し引
く。

認可保育所（株式会社等※１） 保育サービス推進事業
実費（６０万
円又は４５万
円上限）※２

間接

※１東京都保育サービス推進事業の
対象となっていない民設の事業所 。
※２公定価格の第三者評価受審加算
（１５万円）を受けている場合、評価機
関に支払った額から１５万円を差し引
く。

認定こども園 保育サービス推進事業
実費（６０万
円又は４５万
円上限）※

間接

※公定価格の第三者評価受審加算
（１５万円）を受けている場合、評価機
関に支払った額から１５万円を差し引
く。

認証保育所 保育力強化事業
実費（６０万
円上限）※

間接
※評価機関に支払った額から認可化
移行運営費支援事業の加算額を差し
引いた額。

認可外保育施設（ベビーホテル等）
子供家庭支援区市町村包括補助事
業（認可外保育施設（ベビーホテル
等）第三者評価受審費補助事業）

実費（６０万
円上限）

間接

実費（６０万
円上限）※

直接
※国の負担分（30万円までの1/3）を
含む。国のガイドラインに基づく評価を
行った場合は30万円。

実費（６０万
円上限）※

間接

※民設民営の施設
※国の負担分（30万円までの1/3）を
含む。国のガイドラインに基づく評価を
行った場合は30万円。

子ども
家庭

東京都民間社会福祉施設サービス
推進費

定額６０万円
※

直接 ※措置費で算定される額を含む

学童クラブ
東京都学童クラブ事業
（東京都学童クラブ第三者評価受審
推進事業）

＊間接補助の補助金額は都→区市町村の額。
　区市町村→事業者の額は区市町村の定めによる。

障害
児

地域福祉推進区市町村包括補助事
業

区市町村の
定めによる

間接
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令和７年度　福祉サービス第三者評価　東京都受審費補助制度等一覧

分　類 種　　別 補助事業名 補助金額＊ 補助形態 備　　考

救護施設

更生施設

宿所提供施設

女性自立支援施設

日常生活支援住居施設※
地域福祉推進区市町村包括補助事
業

区市町村の
定めによる

間接 ※令和７年度評価開始

　上記補助事業の対象外サービス（特別養護老人ホーム経営支援事業の対象外の特別養護老人ホームなど）や都の第三者評価の対象外サー
ビス（地域密着型特別養護老人ホーム、小規模保育事業など）について、地域福祉推進区市町村包括補助事業の補助対象になる場合がありま
す。詳細は区市町村に御確認ください。

＊間接補助の補助金額は都→区市町村の額。
　区市町村→事業者の額は区市町村の定めによる。

女性
支援・
保護

東京都民間社会福祉施設サービス
推進費

定額６０万円 直接
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サービス種別
対象事業所
数(4月1日)

サービス
中心内数

訪問介護 3,022 25 (0.8%) 23

訪問入浴介護 155 0 (0.0%) 0

訪問看護 1,373 2 (0.1%) 2

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム・ケアハウス） 830 4 (0.5%)

福祉用具貸与 553 2 (0.4%) 1

居宅介護支援事業 2,980 29 (1.0%) 25

通所介護（デイサービス） 1,560 79 (5.1%) 48

地域密着型通所介護 1,657 32 (1.9%) 30

認知症対応型通所介護 322 33 (10.2%) 25

短期入所生活介護（ショートステイ） 606 51 (8.4%)

指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 553 400 (72.3%)

介護老人保健施設 202 8 (4.0%)

軽費老人ホーム(Ａ型) 8 6 (75.0%)

軽費老人ホーム(Ｂ型) 1 0 (0.0%)

軽費老人ホーム(ケアハウス) 24 4 (16.7%)

都市型軽費老人ホーム 92 4 (4.3%)

養護老人ホーム 32 25 (78.1%)

小規模多機能型居宅介護（介護予防含む） 231 33 (14.3%) 24

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）（介護予防含む） 723 539 (74.6%) 410

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 103 11 (10.7%) 11

看護小規模多機能型居宅介護 67 14 (20.9%) 13

高　齢　小　計 15,094 1,301 (8.6%) 612

居宅介護 2,750 5 (0.2%)

短期入所 359 92 (25.6%) 62

生活介護 323 87 (26.9%) 29

生活介護（主たる利用者が重症心身障害者） 21 2 (9.5%) 0

自立訓練（機能訓練） 4 1 (25.0%) 0

自立訓練（生活訓練） 41 3 (7.3%) 0

宿泊型自立訓練 6 6 (100.0%) 0

就労移行支援 215 18 (8.4%) 7

就労継続支援A型 58 12 (20.7%) 7

就労継続支援B型 641 172 (26.8%) 67

多機能型事業所 350 107 (30.6%) 25

障害者支援施設 134 103 (76.9%)

共同生活援助【グループホーム】 1,030 262 (25.4%) 236

児童発達支援センター（旧福祉型児童発達支援センター） 40 10 (25.0%)

児童発達支援センター（旧福祉型児童発達支援センター）※ 3 0 (0.0%)

児童発達支援センター（旧医療型児童発達支援センター）※ 5 1 (20.0%)

児童発達支援事業 265 9 (3.4%)

児童発達支援事業※ 31 3 (9.7%)

放課後等デイサービス 706 28 (4.0%)

放課後等デイサービス※ 45 5 (11.1%)

障害児多機能型事業所 414 24 (5.8%)

障害児多機能型事業所※ 58 1 (1.7%)

福祉型障害児入所施設（旧知的障害児施設） 9 9 (100.0%)

福祉型障害児入所施設（旧第二種自閉症児施設） 1 1 (100.0%)

福祉型障害児入所施設（旧ろうあ児施設） 1 0 (0.0%)

医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設） 3 0 (0.0%)

医療型障害児入所施設（旧重症心身障害児施設） 10 4 (40.0%)

7,523 965 (12.8%) 433

令和６年度福祉サービス第三者評価実施状況

区分 受審数
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サービス種別
対象事業所
数(4月1日)

サービス
中心内数

保育所(認可保育所) 3,623 1,311 (36.2%)

認定こども園 200 55 (27.5%)

認証保育所（Ａ・Ｂ型） 404 133 (32.9%)

認可外保育施設（ベビーホテル等） 1,246 61 (4.9%) 37

学童クラブ 1,981 67 (3.4%)

母子生活支援施設 32 18 (56.3%)

児童養護施設 62 57 (91.9%)

児童自立支援施設 2 2 (100.0%)

児童自立生活援助事業【自立援助ホーム】 21 9 (42.9%)

乳児院 11 9 (81.8%)

子ども家庭　小　計 7,582 1,722 (22.7%) 37

女性自立支援施設（旧婦人保護施設） 5 2 (40.0%)

救護施設 10 10 (100.0%)

更生施設 11 11 (100.0%)

宿所提供施設 10 10 (100.0%)

女性支援・保護　小　計 36 33 (91.7%) －

30,235 4,021 (13.3%) 1,082

令和６年度福祉サービス第三者評価実施状況

区分 受審数

総　　合　　計

※主たる利用者が重症心身障害児または肢体不自由児
※※「対象事業所数（４月１日）」のうち、学童クラブに関しては５月１日時点の数字となる。

＊「対象事業所数（４月１日）」は、福祉サービス第三者評価の対象事業所数であり、指導検査の対象数と
は異なる。
＊「サービス中心内数」とは、「利用者調査とサービス項目を中心とした評価」による受審数で、受審数全
体の内数である。
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